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令和 5年度 (2023年度)

日光市下水道事業会計予算



令和5年度 (2023年度)日光市下水道事業会計予算

(総 則)

第 1条 令和 5年度 (2023年度)日光市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

(業務の予定量)

第 2条 業務の予定量は、次のとおりとする。
(1)接続戸数

(2)年間総処理水量

(3)1日平均処理水量

(4)建設改良事業

ア 公共下水道建設事業
イ 特定環境保全公共下水道建設事業

ウ 流域下水道建設事業

22, 138戸

10, 946, 000ポ

29, 989♂

459,759千 円

4,050千 円

127,469千 円

(収益的収入及び支出)

第 3条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。
収    入

第 1款 下水道事業収益

第 1項 営業収益

第 2項 営業外収益

第 3項 特別利益

収 入 合 計

2, 894,

1, 348,

1, 545,

2,894,

128千 円
652千 円
473千 円
3千円

128千 円

支    出

第 1款 下水道事業費用

第 1項 営業費用

第 2項 営業外費用

第 3項 特別損失

第 4項 予備費

支 出 合 計

2,510,

2, 350,

157,

2,

2,510,

401千 円
935千 円
223千 円
243千 円
000千 円
401千 円
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(資本的収入及び支出)

第4条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める (資本的収入額が資本的支出額に対し

不足する額 888, 161千 円は、当年度分損益勘定留保資金 523, 550千 円、当年度分消費

税及び地方消費税資本的収支調整額 21, 436千 円及び碧年度利益剰余金処分額 343, 175

千円で補てんするものとする。)。

収    入

第 1款 資本的収入

第 1項 企業債

第 2項 他会計負担金

第 3項 他会計補助金

第 4項 国庫補助金

第 5項 分担金及び負担金

第 6項 投資

第 7項 その他資本的収入

収 入 合 計

支 出

第 1款 資本的支出

第 1項 建設改良費
第 2項 固定資産購入費

第 3項 企業債償還金

第 4項 投資

第 5項 予備費
支 出 合 計

1 252,

1, 889,

(債務負担行為)

第 5条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

1,001,648千 円

650, 800千 円

186,856千 円

98,789千 円

120,200千 円

1千円

1千円

1千円

1,001,648千 円

1, 889,

636,

809千 円
751千 円
22千円

035千 円
1千円

000千 円
809千 円

1

事 項 期   間 限 度 額

訴 訟 業 務 委 託 料
令和 5年度から事件が
完 結 す る 年 度 ま で

令和 5年度に契約締結し
た訴訟業務に係る委託料

のうち、翌年度以降に支払

う額

令和 5年度水洗便所改造資金利子補給金
自 令和 6年度
至 令和 10年度

令和 5年度に融資を受け
た資金の利子補給額

水処理セ ンター等維持管理業務委託料
自 令和 5年度
至 令和 8年度

342, 540千 円
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(企業債)

第 6条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

(一時借入金)

第 7条 一時借入金の限度額は、 500,000千 円と定める。

(予定支出の各項の経費の金額の流用)

第 8条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1)営業費用、営業外費用及び特別損失との間

(2)建設改良費と固定資産購入費との間

(議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

第 9条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ

以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1)職員給与費   109, 443千 円

(他会計からの補助金)

第 10条 事業助成のため一般会計からこの会計べ補助を受ける金額は436, 181千 円である。

(利益剰余金の処分)

第 11条 当年度利益来1余金のうち343, 175千 円は、次のとおり処分するものと定める。

(1)資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額   343, 175千 円

(たな卸資産購入限度額)

第 12条 たな卸資産の購入限度額は、277千円と定める。
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法

下 水 道 建 設 事 業 364, 000千 円

普通貸借

ま た は

証券発行

3,0%以内

(ただし、利率見

直 し方式で借 り

入れる資金につ

いて、利率の見直

しを行つた後に

おいては、当該見

直し後の利率)

政府資金について

は、その融通条件

により、銀行その

他の場合には、そ

の債権者と協定す

るところによる。

ただし、企業財政

の都合により、据

置期間及び償還期

限を短縮し、もし

くは繰上償還又は

低利債に借り換え

ることができる。

下水 道 資 本 費 平 準 化 債 159,700千 円

流 域 下 水 道 建 設 事 業 127,100千 円



予 算 に 関 す る説 明 書



令不日5年度 (2023年度)
日光市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出
収   入

税込み

千円)

千円)

款 項 目 予定額 考備

2,894,128

1,348,652

1下 水 道 使 用 料 1,346,961

槽

料
2屈 別 処

腎
浄 化 884

1営 業 収 益

3そ の他 営 業 収 益 807 排水設備確認手数料等

1,545,473

1受 取利息及び配当金 5 基金及び預金利′息

2他 会 計 負 担 金 503,679 一般会計繰入金

3他 会 計 補 助 金 342,392 一般会計財源補てん分

4国 庫 補 助 金 16,750 社会資本整備総合交付
金 (ス トック

マネジメント事業等)

5長 期 前 受 金 戻 入 682,320

1
方
金
地
付脚癬

費
費
消
消

2営 業 外 収 益

7雑   収   益 326 行政財産使用料等

3

1固 定資 産 売却 益 1

2過 年度 損益修 正益 1

1 下水道事業収益

3特  別 利 益

3そ の他 特 別 利 益 1

収 益 的 収 入 合 計 2,894,128

備 考款 項 目 予定額

2,510,401

2,350,935

1管   渠   費 202,836 管渠維持管理費、職員人件費等

2ポ ン プ 場 費 26,400 ポンプ場維持管理費等

3処 理 場 費 162,233 処理場維持管理費等

4戸別処理浄化槽費 1,112 戸別処理浄化槽管理費等

5水 洗 化 促 進 費 205 水洗便所改造資金利子補給金

6普 及 指 導 費 552 井戸用量水器設置費

7総   係   費 92,734 営業活動諸経費、職員人件費等

流域下水道運営費
負   担   金 658,991 鬼怒川

上流流域浄化センター維持
管理負担金

9減 価 償 却 費 1,204,385 固定資産の減価償去口費

10資 産 減 耗 費 1,485 固定資産の除去口費等

1営 業 費 用

11そ の他 営 業 費 用 2

157,223

1支  払  利  息 124,222 企業債支払利息

び
税
及
費
税
消
費
方
消
地

33,000 消費税納税額

1

2営 業 外 費 用

3そ の他営業外費用
243

1固 定 資産 売 却 損 1

2過年度損益修正損 240 過年度還付金

3特 別 損 失

3そ の他 特 別 損 失 2

2,000

1下水道事業費用

4予  備  費
1予   備   費 2,000

収 益 的 支 出 合 計 2,510,401

支    出
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資本的収入及び支出

収   入
(単位 :千円)

千円)

款 項 日 予定額 備 考

1資 本 的 収 入 1,001,648

1企  業  債 650,800

1建 設 改 良企 業債 491,100 下水道建設債

2そ の 他 企 業 債 159,700 資本費平準化債

2他 会 計負 担金 186,856

1他 会 計 負 担 金 136,856 一般会計繰入金

3他 会計補助金 93,789

1他 会 計 補 助 金 93,789 一般会計財源補てん分

4国 庫 補 助 金 120,200

1国 庫 補 助 金 120,200 社会資本整備総合交付金

5賓 担竃
及
ぼ 1

1下 水 道 負 担 金 1

6投 資 1

1 基金繰入金 1

7基 本畠収笑 1

1そ の他 資本 的収入 1

資 本 的 収 入 合 計 1,001,648

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額888,161千 円の補てん金

支   出

-5-

款 項 目 予定額 備 考

1,889,809

636,751

1管 渠建 設 改 良費 244,909 管渠整備事業費

2 ポンプ場建設改良費 116,500 ポンプ場更新事業費

3処 理場建設改良費 102,400 処理場更新事業費

道
金
水
担

下
撥
域
設
流
建

127,469 鬼怒川上流流域下水道建設負担金

場
金
工
担

ヒ
負
ィ
費
源
設
資
建

1,237 栃木県資源化工場建設負担金

1建 設 改 良 費

44,236 職員人件費等6建 設 総 係 費
222固定資産購入費

1 有形固定資産購入費 22

1,252,035

1檀設改曇
企業基 827,243 建設改良

のための企業債元金償還
金

3企 業債 償 還金

債
金
業臓

連遼

のそ
償

424,792 資本費平準化債等元金償還金

14投 資

1基 金 1

1,000

1資 本 的 支 出

5予  備  費
1予   備   費 1,000

資 本 的 支 出 合 計 1,889,809

当年度分損益勘定留保資金 523,550

当年度分消費税及び地方消費税資本的
収支調整額

21,436

当年度利益剰余金処分額 343,175

計 888,161



給 与 費 明 細 書

1総  括
ア 会計年度任用職員以外の職員

区 分

職 員 数

(人 )

給   与   費 法  定

福 利 費

(千円)

合  計

(千円)

給  料
(千円)

手  当
(千円)

計

(千円)

本  年  度 ( 1 )

13
59,064 31,517 90,581 18,862 109,443

前  年  度 (1)

13
58,721 30,891 89,612 19,074 108,686

歩ヒ 較 343 626 969 △  212 757

( )内は再任用短時間勤務職員であり、外書きです。

手

当

の

内

訳

区 分
扶養手当

(千円)

地域手当

(千円)

住居手当

(千円)

初 任 給
調整手当

(千円)

通勤手当

(千円)

特殊勤務
手  当
(千円)

時 間 外
勤務手当

(千円)

本年度 1,554 306 1,265 2,580

前年度 2,010 386 1,205 2,475

,ヒ  車交 △  456 △  30 60 105

区 分
宿 日 直
手  当
(千円)

管理職員特
別勤務手当

(千円)

夜問勤務
手  当
(千円)

休日勤務
手  当
(千円)

管 理 職
手  当
(千円)

期末手当

(千円)

勤勉手当

(千円)

本年度 1,308 12,939 10,545

前年度 1,410 12,960 9,955

歩ヒ  瑚交 △  102 △  21 590

区 分
寒 冷 地
手  当
(千円)

児童手当

(千円)

本年度 1,020

前年度 540

,ヒ  車交 480

備

考

一般職職員一人当たり
給与費の状況

区 分 一人当た り給与費 (千円)

本年度 6,470

前年度 6,401
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2 給料及び手当の増減額の明細

区分
増減額

(千円)

増減事由別内訳

(千円)
説 明 備 考

給料 343 給与改定

に伴う増

減分

22 給与改定の状況

給料の改定率

0,04%

昇給に伴

う増加分

465 平均昇給率

0.8%
(昇給期)(職員数)

昇給職員数  1月   12人

その他の

増減分

△  144 人事異動等に伴う

職員構成の変動による増減分
△  144

手当 626 制度改正

に伴う増

減分

452 給与改定による増減分

期末手当
,勤勉手当

△  20

472

その他の

増減分

174 昇給・昇格に

伴うはね返り増減分

期末手当

勤勉手当

時間外勤務手当の増減分

28

22

105

19

その他の増減分

t手当受給者の変動 〕
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3 給料及び手当の状況
(1)職員一人当たり給料

修)初任給

13)級別職員数

( )内 は再任用短時間勤務職員であり、外書きです。

(級別の標準的な職務内容)

区 分 一般行政職 技能労務職

令和5年 1月 1日 現在
平均給料月額 (円 ) 364,050 308,100

平 均 年 齢 (歳) 47歳 9月 47歳 0月

令和4年二月1日 現在
平均給料月額 (円 ) 362,042 305,400

平 均 年 齢 (歳 ) 47歳 4月 46歳 0月

区 分 一般行政職 (円 ) 技能労務職 (円 )
一 般 会 計 の 制 度

一般行政職 (円 ) 技能労務職 (円 )

高  校  卒 154,600 156,800 154,600 156,800

大  学  卒 185,200 185,200

区 分
般 行 政 職 技 能 労 務 職

級 職員数 (人 ) 構成比 (%) 級 職員数 (人 ) 構成比 (%)

令和5年 1月 1日 現在

8級 5級

7級 1 8.3 4級 1 100.0

6級 2 16.7 3級

5級 1 8.3 2級

4級 6 50.0 1級

3級 2 16.7 再任用 (1) (100,0)

2級 ＼
1級 ＼
再任用 ＼
計 12 100.0 計

(1'

1

(100.0,
100.0

令和4年 1月 1日 現在

8級 5級

7級 1 8.3 4級 1 100,0

6級 2 16,7 3級

5級 1 8.3 2級

4級 6 50.0 1級

3級 2 16.7 再任用 ( 1 ) (100.0)

2級 ＼
1級 ＼
再任用 ＼
計 12 100.0

計
(1,
1

(100.0,
100.0

区   分 8 級 7 級 6 級 5 級 4 級 3 級 2 級 1級

一般行政職 参 事 副参事 主 幹 副主幹 主  査 主 任 主 事
技 師

技能労務職
技能主事
労務主事

主任技能員
主任労務員

技能員
労務員
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特殊勤務手当

末手当 。勤勉手当

16)定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

その他の手当

の

区 分 全 職 種 般行政職 技能労務職

給料総額に対する比率 (%) 0.0 0,0 0.0

支給対象職員の比率(令和5年 1月 1日 現在)(%) 0.0 0.0 0.0

代表的な特殊勤務手当の名称

丹ll

6月 月 12月

給率
区 分

支給率計

(月 分)
職制上の段階、職務の

級等による加算措置

本  年  度 (1,150)

2.200
(1.150)

2.200
(2.300)

4.400
有

(2.300)

4.400
有前  年  度 )

５

　
０

２

　
５2.1

(1.175)

2,250

一般会計の制度
(1.150)

2.200
(1.150)

2.200
(2.300)

4.400
有

区 分
20年勤続
の者 (月 分)

25年勤続
の者 l月 分)

35年勤統
の者 l月 分)

最高限度
(月 分)

その他の加算措置等

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特別措置
(3～45%加算)

一般会計の制度
(支給率等 )

24.586875 33.27075 47,709 47.709 定年前早期退職特別措置
(3～45%加算)

区 分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

同通 勤 手 当

9



債務負担行為に関する調書

前年度末までの支払
義務発生 (見込)額

当該年度以降の支
払義務発生予定額

左の財源内訳

事   項 限 度 額

期 間 金 額 期 間 金 額
一般会計
負 担 金

自己資金

訴訟業務委託料

令和4年度に
契約締結 し
た訴訟業務
に係 る委託
料 の うち、
翌年度以降
に支払う額

5-
事件が完
結する年
度まで

蝉ω鵡鱒のぅち、働拗

令
契
た
に
料
翌
に

令和4年度に
契約締結 し
た訴訟業務
に係 る委託
料 の うち、
翌年度以降
に支払う額

訴訟業務委託料

令和5年度に
契約締結 し
た訴訟業務
に係 る委託
料 の うち、
翌年度以降
に支払う額

6-
事件が完
結する年
度まで

令和5年度に
契約締結 し
た訴訟業務
に係 る委託
料 の うち、
翌年度以降
に支払う額

令和4年度に
契約締結 し
た訴訟業務
に係 る委託
料 の うち、
翌年度以降
に支払う額

平成 30年度水洗便
所改造資金利子補
給金

119 元～4 115 5 4 4

令和元年度水洗便
所改造資金利子補
給金

142 2～4 133 5-6 9 9

令和2年度水洗便所
改造資金利子補給
金

137 3-4 96 5-7 41 41

令和3年度水洗便所
改造資金利子補給
金

49 4 24 5-8 25 25

令和4年度水洗便所
改造資金利子補給
金

令和4年度に
融資を受け
た資金の利
子補給額

5-9

令和4年度に
融資を受け
た資金の利
子補給額

令和4年度に
融資を受け
た資金の利
子補給額

令和5年度水洗便所
改造資金利子補給
金

令和5年度に
融資を受け
た資金の利
子補給額

6～ 10

令和5年度に
融資を受け
た資金の利
子補給額

令和5年度に
融資を受 け
た資金の利
子補給額

公営企業会計シス
テム再構築事業費

17,160 5～ 9 17,160 17,160

湯 元 水 処 理 セ ン
ター耐震調査診断
業務委託料

55,500 5 55,500 55,500

水処理センター等
維持管理業務委託
料

342,540 5-8 342 540 342,540

-10-



令不日4年度 (2022年 度)
日光市下水道事業予定損益計算書 (前年度分)

(令不日 4年 4月  1日 デ9ヽら令不日 5年 3月 31日 まで)

1,215,978,000

税抜き

(単位 :円 )

△ 842,243,000

1 営 業 収 益
｀
下 水 道 使 用 料

戸別処理浄化槽使用料

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

管   渠   費
ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

戸 別 処 理 浄 化 槽 費

水 洗 化 促 進 費

普 及 指 導 費

総   係    費
流域下水道運営費負担金

減 価 償 去, 費
資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

営 業 利 益
営 業 外 収 益

受取利息及び配 当金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑    収   益
営 業 外 費 用

支  払  利  息
そ の他 営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

1,214,713,000

804,000

(1)

(2)

(3) 461 000

2

側

２

９

側

働

０

側

倒

９

⑩

側

172,

23,

151,

84,

417,

1,206,

977,000

946,000

786,000

696,000

226,000

449,000

557,000

452,000

129,000

2,000

1 000 2,058,221,000

3

4

5

6

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(1)

(2)

4,000

272,903,000

387,763,000

11,500,000

690,672,000

3,026,000 1,365,868,000

146,699,100

143,667,000

3,032,100 1

但)

(2)

(3)

1,000

1,000

5,134,000

1,000

218,000

5,136,000

219 168 900

376,925,900

4,915,000

(1)

(2)

(3) 2 000

381 840 900

0

179 778 349

-11-
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1 固 定 資 産

(1)有 形 固 定 資 産

イ 土    地

口 建      物

減価償却累計額

ハ 構   築   物

減価償却累計額

二 機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

ホ 車両及 び運搬具

減価償却累計額

へ 建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

121無 形 固 定 資 産

令不日4年度 (2022年 度 )
日光市下水道事業予定貸借対照表 (前年度分 )

(令和 5年 3月 31日 )

資  産  の  部

149,350,167

,1201,179,496

,821   1,053,984,299△  125,561

27,215,608,809

△ 2,816,603,579  24,399,005,230

1,475,179,045

△  331,826,206 1,143,352,839

1,170,543

△  625,725 544,818

99,498,310

26,845,685,663

317,700,333

2,160,308,572

3,958,300

2,481,967,205

10,715,647

10,715,647

78,230,101

200,995,053

△ 11 711 413 189,283,640

225,720

300 000

税抜き

(単位 :円 )

29,338,368,515

268,039,461

ハ 電 話 加 入 権

無形固定資産合計

俗)投 資その他の資産

固 定 資 産 合 計

2流 動 資 産

(1)現 金 預 金

12)未  収  金

貸 倒 引 当 金

13)貯   蔵   品

14)そ の他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

権

道
権

用

水
用

利

下
利

設
域
設

施

流
施

イ
　
ロ

金

の
計
他の
合

そ
産

基

資投
資

イ

■12-

29,606,407,976



負 債 の 部

3固 定 負 債

但) 企   業   債
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

イ

口 その他 の企業債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

4流 動 負 債

(1)企   業   債
イ 興詫覧Ⅷ 糧
口 その他 の企業債

企 業 債 合 計

12)未   払   金

俗)引   当   金

14)そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

5繰 延 収 益

(1)長 期 前 受 金

12)収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

6資 本 金

(1)資   本   金

資 本 金 合 計

7 剰  余  金

(1)資 本 剰 余 金

イ 他 会 計 補 助 金

口 国 庫 補 助 金

ハ 県 補 助 金

二 受贈財 産評価額

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 の 部

金
分
金
余翔』

剰
度
来

益

年
益

Ｕ

当
利

不

イ

つ
と

6,762,070,962

3,687,416,326

827,241,460

424,832,822

34,642,034

65,143,657

1,060,055

3,793,111

561,619,249

10,449,487,288

1,252,074,282

58,388,643

10,480,575

1,500,000

15,334,344,507

△  2,105,780,586

3, 939.655,161

104,638,857

10,449,487,288

1,322,443,500

13,228,563,921

25,000,494,709

3,939,655,161

666,258,106

4,605,913,267

-13-
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注  記  表

(令和 4年 4月 1日 から令和 5年 3月 31日 まで)

1 重要な会計方針に係る事項
(1)資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産 (貯蔵品)は、先入先出法による原価法によつている。

(2)固定資産の減価償却の方法

・定額法によつている。

ただし、量水器については取替法による。

・主な資産の耐用年数

建物 10年 ～ 50年、構築物 10年 ～ 60年、機械及び装置 6年～ 20年
車両運搬具 4年～ 6年、工具、器具及び備品 4年～ 15年、施設利用権 45年 ～ 50年

(3)引 当金の計上方法

イ 賞与引当金
職員の期末、勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当該事業年度末に

おける支給見込額に基づき、当該事業年度の負担に属する額を計上している。

口 貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒率 1%、 貸倒懸念債権に

ついては貸倒率 10%、 破産更生債権等については個別に見積もつた回収不能見込額を計上し

ている。

ハ 退職給付引当金
職員の退職手当の支給は、一般会計が負担するため計上していない。

(4)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によつている。

2 予定キャッシュ。フロー計算書等に関する注記
該当なし。

3 予定貸借対照表等に関する注記
(1)賞与引当金等の取崩し

令和4年 6月 に、令和 3年 12月 から令和4年 3月 分の賞与及びそれに係る法定福利費を支給

するため、賞与引当金 8,627千 円を取り崩す。
(2)企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、

3, 547, 571千円である。

-14-



4 セグメン ト情報の開示
(1)報告セグメントの概要

日光市下水道事業は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業を運営しており、各事業

で運営方針を決定していることから、当該 2事業を報告セグメントとしている。なお、各報告セ

グメン トに属する事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容

公共下水道事業 市街地における、生活排水等の処理

特定環境保全公共下水道事業 市街地周辺の区域における、生活排水等の処理

(2)報告セグメントごとの営業収益等

令和 4年度 (令和 4年 4月 1日 から令和 5年 3月 31日 まで)

(単位 :千円)

公共下水道
特定環境保全

公 共 下水道
合計

営業収益

営業費用

1,186,963

1,855,430

29,015

202,791

1,215,978

2,058,221

営業損益

経常損益

△ 668,467

396,267

△ 173,776

△ 19,341

△ 842,243

376,926

セグメント資産

セグメント負債

26,832,330

22,270,988

2,774,078

2,729,557

29,606,408

25,000,495

その他の項目

他会計繰入金

減価償却費

特別利益

特別損失

固定資産増加額

797,392

1,068,264

2

220

321,007

37,806

137,865

5,134

1

2,944

885,198

1,206,129

5,186

221

323,951
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令不口5年度 (2023年度)

日光市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書 (当年度分)

(令和 5年 4月 1日 から令和 6年 3月 31日 まで)

(単位 :円 )

税抜き

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

固定資産除却費

引当金の増減額 (△は減少)

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

支払利息

未収金の増減額 (△は増加 )

たな卸資産の増減額 (△は増加 )

未払金の増減額 (△は減少)

小 計
利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

補助企等による収入

基金の積立による支出

基金の繰入による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ 。フロー

4 資金増減額 (△は減少)
5 資金期首残高
6 資金期末残高

362,265,000

1,204,385,000

1,485,000

4,068,280

△  682,321,000

△  5,000

124,222,000

△  10,823,855

△ 250,000

△ 15,567,543

987,457,882

5,000

△ 124,222,000

863,240,882

△ 465,955,000

△  117,003,000

350,846,000

△  1,000

1,000

△  232,112,000

650,800,000

△  1,252,035,000

△  601,235,000

29,893,882

78,230,101

108,123,983
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1 固 定 資 産

(1)有 形 固 定 資 産

ィ 土    地

口 建     物

減価償却累計額

ハ 構   築  物

減価償却累計額

二 機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

ホ 車両及び運搬具

減価償却累計額

へ 建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

12)無 形 固 定 資 産

ハ 電 話 加 入 権

無形固定資産合計

131 投資その他の資産

ィ 基
投 資 そ
資  産

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

13)貯   蔵   品

14)そ の他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

令不日5年度 (2023年 度 )
日光市下水道事業予定貸借紺照表 (当年度分 )

(令不日 6年 3月 31日 )

資 産 の 部

149,350,167

1,179,496,120

△  168,313,573 1,011,182,547

27,503,097,119

△  3,763,250,466  23,739,846,653

1,581,110,045

△ 428,399,567   1,152,710,478

1,169,543

△ 625,725 543,818

170,550,000

26,224,183,663

307,729,453

2,168,869,452

3,958,300

2,480,557,205

10,715,647

10,715,647

108,123,983

211,818,908

△ 16,806,268 195,012,640

475,720

300,000

税抜き

(単位 :円 )

28,715,456,515

303,912,343

権

道
権

用

水
用

利

下
利

設

域
設

施

流
施

イ
　
ロ

金

の
計
他の
〈口

金
　
金
　
金

預
　
　
　
当

収
　
引

金
　
　
　
倒

現
　
未
　
貸

↓
　
動

2
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負 債 の 部

3固 定 負 債

(1)企    業   債
建設改良費等の財源に

イ 充てるための企業債

口 その他 の企業債

企 業 債 合 計

画 定 負 債 合 計

4流 動 負 債

(1)企   業   債
イ 第詫覧翻 糧
口 その他の企業債

企 業 債 合 計

12)未   払   金

儡)引   当  金

14)そ の他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

5繰 延 収 益

但)長 期 前 受 金

121収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

6資 本 金

但)資   本   金

資 本 金 合 計

7 剰  余  金

伍)資 本 剰 余 金

イ 他 会 計 補 助 金

口 国 庫 補 助 金

ハ 県 補 助 金

二 受贈財産評価額

資 本 剰 余 金 合 計

121利 益 剰 余 金

利 益 乗U余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 の 部

ノ
引
　

ロ

金

分
金

エユ
処
余

積
嚇
悧

債

年
益

減

当
利

6,465,885,419

3,413,961,168

787,284,003

433,195,980

34,642,034

65,143,657

1,060,055

3,793,111

207,239,900

362,265,000

9, 879,846,587

1,220,479,983

42,821,100

9,454,000

1,500,000

15,685,190,507

△ 2,788,101,586

4,294,034,510

104,638,857

9,879,846,587

1,274,255,083

12,897,088,921

24,051,190,591

4,294,034,510

674,143,757

4,968,178,267
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注  記  表

(令不日5年 4月 1日 から令不日6年 3月 31日 まで)

1 重要な会計方針に係る事項
(1)資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産 (貯蔵品)は、先入先出法による原価法によつている。

(2)固定資産の減価償却の方法
。定額法によつている。

ただし、量水器については取替法による。

・主な資産の耐用年数

建物 10年 ～ 50年、構築物 10年 ～ 60年、機械及び装置 6年～ 20年

車両運搬具 4年～ 6年、工具、器具及び備品 4年～ 15年、施設利用権 45年 ～ 50年

(3)引 当金の計上方法

イ 賞与引当金
職員の期末、勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当該事業年度末に

おける支給見込額に基づき、当該事業年度の負担に属する額を計上している。

口 貸倒引当金
債権の不納久損による損失に備えるため、一般債権については貸倒率 1%、 貸倒懸念債権に

ついては貸倒率 10%、 破産更生債権等については個別に見積もつた回収不能見込額を計上し

ている。

ハ 退職給付引当金
職員の退職手当の支給は、一般会計が負担するため計上していない。

(4)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によつている。

2 予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記
該当なし。

3 予定貸借対照表等に関する注記
(1)賞与引当金等の取崩し

令和 5年 6月 に、令和 4年 12月 から令和 5年 3月 分の賞与及びそれに係る法定福利費を支給

するため、賞与引当金 10, 481千 円を取り崩す。
(2)企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、

3, 365, 294千 円である。
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4 セグメント情報の開示
(1)報告セグメントの概要

日光市下水道事業は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業を運営しており、各事業

で運営方針を決定していることから、碧該 2事業を報告セグメントとしている。なお、各報告セ

グメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容

公共下水道事業 市街地における、生活排水等の処理

特定環境保全公共下水道事業 市街地周辺の区域における、生活排水等の処理

(2)報告セグメントごとの営業収益等

令和 5年度 (令和 5年 4月 1日 から令和 6年 3月 31日 まで)

(単位 :千円)

公共下水道
特定環境保全

公 共 下水道
合計

営業収益

営業費用

1,193,851

2,061,814

32,489

198,020

1,226,340

2,254,834

営業損益

経常損益

△ 867,963

360,178

△ 160,581

2,305

△ 1,028,494

362,483

セグメント資産

セグメント負債

26,351,957

21,448,081

2,667,412

2,603,110

29,019,369

24,051,191

その他の項目

他会計繰入金

減価償去,費

特別利益

特別損失

固定資産増加額

1,004,171

1,075,991

2

220

461,818

72,545

128,394

1

1

2,726

1,076;716

1,204,385

3

221

464,544
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収  入

令不日5年度 (2023年度)
日光市下水道事業会計予算明細書

収益的収入及び支出

税込み

(単位 :千円)

款  項  目 本 年 度 前 年 度 ,ヒ   車莞
節

備   考
区  分 金  額

1款 下水道事業収益 2,894,128 2,708,294 185,834

1項 営 業 収 益 1,348,652 1,337,289 11,363

1目 下 水 道 使 用 料 1,346,961 1,335,944 11,017

10下 水 道 使 用 料 1,346,961

2目
屈
別 処
脅
浄 化
観

884 884 0

10雇別処腎
浄化
輔 884

3日 その他 営業収益 807 461 346 排水誠偏指定工軍・盾
登録手数料、排水設
備計画確認手数料等10材 料 売 却 収 益 1

20手  数  料 800

90雑  収  益 6

2項 営 業 外 収 益 1,545,473 1,365,869 179,604

1日
轟
取 不
壌
息 及
ぼ

5 4 1
財政調整基金及び預
金禾U′自、

10預 金 利 息 4

20基  金 利 息 1

2目 他 会 計 負 担 金 503,679 272,903 230,776 一般会計繰入金

10他 会 計 負 担 金 503,679

3日 他 会 計 補 助 金 342,392 387,763 △  45,371 一般会計貝オ源補てん

分
10他 会 計 補 助 金 342,392

4目 国 庫 補 助 金 16,750 11,500 5,250 社会資本整備総合ア又`
付金 (ス トンクマネ
ジメン ト事業等 )10国 庫 補 助 金 16,750

5日 長期前受金戻入 682,320 690,672 △ e,352

10長期前受金戻入 682,320

6目 輻岳
れ
みど|せ:L世1丞 1 1 0

10増書孵 群憲 1

7日 雑   収   益 326 3,026 △ 2,700 行政財産使用料等

90そ の他 雑 収 益 326

3項 特  別  利  益 3 5,136 △  5,133

1目 固定資産売却益 1 1 0

10固 定資産売去R益 1

2目 過年度損益修正益 1 1 0

10過年度損益修正益 1

3日 その他 特別利益 1 5,134 △  5,133 過年反分未収益化長
期前受金戻入

90そ の他特別利益 1

収益的収入合計 2,894,128 2,708,294 185,834
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支  出
(単位 :千円)

款  項  目 本 年 度 前 年 度 レヒ   車交
節

備   考
区   分 金  額

1款 下水道事業費用 2,510,401 2,287,880 222,521

1項 営 業 費 用 2,350,935 2,119,969 230,966

1目 管   渠   費 202,836 184,412 18,424 管渠の維持管理に要
する経費

1給 料 19,827

3手 当 7,655

7法 定 福 利 費 5,791

15備 消 耗 品 費 356

17燃  料  費 353

23通 信 運 搬 費 2,153

27委  託  料 96,761

29手  数  料 31

31賃  借  料 16

33修  繕  費 2,850

35動  力  費 17,055

43公  課  費 12

45負  担  金 2,900

49保  険  料 335

51工 事 請 負 費 43,700

71賞与引当金繰入額 3,041

2ロ ポ ン プ 場 費 26,400 22,992 3,408 ポンプ場の維持管理
に要する経費

19光 熱 水 費 77

23通 信 運 搬 費 270

27委  託  料 8,366

31賃  借  料 25

33修  繕  費 2,500

35動  力  費 12,673

39補  償  金 67

49保  険  料 22

51工 事 請 負 費 2,400

3目 処 理 場 費 162,233 157,150 5,083 処理場の維持管理に
要する経費

19光 熱 水 費 3,837

27委  託  料 119,499

31賃  借  料 725

33修  繕  費 6,000

35動  力  費 28,222

49保  険  料 50

51工 事 請 負 費 3,900

4目 戸別処理浄化槽費 1,112 763 349 戸別処理浄化槽の維
持管理に要する経費

27委  託  料 547

29手  数  料 365

33修  繕  費 200

5日 水 洗 化 促 進 費 205 226 △  21 水洗便所改造資金利
子補給金

31利 子 補 給 金 205

6日 普 及 指 導 費 552 477 75 井戸用量水器設置費

33修  繕  費 251

51工 事 請 負 費 301
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(単位 :千円)

款  項  目 本 年 度 前 年 度
'ヒ

   較
節

備   考
区  分 金  額

7目 総   係   費 92,734 88,618 4,116 事業活動の全般に要
する経費

1給 料 17,529

3手 彗 7,499

7法 定 福 利 費 5,157

9旅 費 200

15備 消 耗 品 費 65

23通 信 運 搬 費 80

27委  託  料 42,196

29手  数  料 340

31賃  借  料 1,302

45負  担  金 9,918

47補  助  金 100

71賞与引当金繰入額 2,847

77貸倒引当金繰入額 5,501

8日 流
運
域 下 水 道
営 費 負 担 金

658,991 459,198 199,793
晃懇川上流粋化セン

ター維持管理負担金

45負  担  金 658,991

9目 減 価 償 却 費 1,204,385 1,206,129 △  1,744 回疋
~資
lIの滅価慣却

費
10
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

1,085,972

産
費
資
却
隣
償

形
価
無
減２０

118,413

10日 資 産 減 耗 費 1,485 2 1,483 固定資産の除却費等

10固 定資産除却費 1,484

20た な卸資産減耗費 1

11目 そ の他営業費用 2 2 0

10材 料 売 却 原 価 1

90雑  支  出 1

2項 営 業 外 費 用 157,223 165,668 △ 8,445

1日 支  払 利  息 124,222 143,667 △  19,445 企業債支払利息

10企 業 債 利 息 124,222

2日
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

33,000 22,000 11,000
消費税納税額

び
税
及
費
税
消
費
方
消
地

33,090

3目 その他営業外費用 1 1 0

10不用品売却原価 1

3項 特  別  損 失 243 243 0

1日 固定資産売却損 1 1 0

10固定資産売却損 1

2目 過年度損益修正損 240 240 0 過年度分便用料遠付

金
10過年度損益修正損 240

3日 そ の他特別損失 2 2 0

90そ の他特別損失 2

4項 予  備  費 2,000 2,000 0

1日 予   備   費 2,009 2,000 0

10予  備  費 2,000

収益的支出合計 2,510,401 2,287,880 222,521
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収   入

資本的収入及び支出

(単位 :千円)

款  項  目 本 年 度 前 年 度 ,ヒ   車莞
節

備   考
区  分 金  額

1款 資 本 的 収 入 1,001,648 833,385 168,263

1項 企   業  債 650,800 540,500 110,300

1目 建設改 良企業債 491,100 315,500 175,600 下水道建設債、流域
下水道建設債

10下 水 道 建 設 債 364,000

20流域下水道建設債 127,100

2日 そ の 他 企 業 債 159,700 225,000 △ 65,300 資本費平準化債

90そ の他 企 業債 159,700

2項 他 会 計 負 担 金 136,856 144,433 △  7,577

1日 他 会 計 負 担 金 136,856 144,433 △ 7,577 一般会計繰入金

10他 会 計負 担 金 136,856

3項 他 会 計 補 助 金 93,789 35,099 58,690

1目 他 会 計 補 助 金 93,789 35,099 58,690 一般会計財泳禰てん

分
10他 会 計補 助 金 93,789

4項 国 庫 補 助 金 120,200 113,350 6,850

1目 国 庫 補 助 金 120,200 113,350 6,850 社会資本整備総合交
付金

10国 庫 補 助 金 120,200

5項 分担金及び負担金 1 1 0

1目 下 水 道 負 担 金 1 1 0

10下 水 道 負 担 金 1

6項 投 資 1 1 0

1日 基 金 繰 入 金 1 1 0

10基 金 繰 入 金 1

7項 その他資本的収入 1 1 0

1目 その他資本的収入 1 1 0

90そ の他資本的収入 1

資本的収入合計 1,001,648 833,385 168,263
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支   出
(単位 :千円)

款  項  目 本 年 度 前 年 度 比  較
節

備   考
区  分 金  額

1款 資 本 的 支 出 1,889,809 1,757,389 132,420

1項 建 設 改 良 費 636,751 469,131 167,620

1目 管渠建設改 良費 244,909 220,860 24,049 今市処理区管渠新設
工事、マンホールポ
ンプ場ポンプ更新工
事等

9旅 費 36

15備 消 耗 品 費 758

17燃  料  費 311

27委  託  料 11,000

29手  数  料 28

33修  繕  費 457

39補  償  金 1,500

43公  課  費 27

45負  担  金 490

49保  険  料 102

51工 事 請 負 費 230,200

2ロ ポンプ場建設改良費 116,500 7,000 109,500 中継ポンプ場ポンプ
更新工事

51工 事 請 負 費 116,500

3目 処理場建設改良費 102,400 96,700 5,700 水処理センター耐震
調査診断業務委託
、汚泥破砕ポンプ更
新工事等

27委  託  料 82,900

51工 事 請 負 費 19,500

4目 遷望泉亀遅 127,469 99,893 27,576
鬼怒川上流而域下水
道建設負担金

45負  担  金 127,469

5日屋筆要す名毛盪 1,237 1,694 △ 457
栃本県資源化工場建
設負担金

45負  担  金 1,237

6目 建 設 総 係 費 44,236 42,984 1,252

1給 料 21,708

3手 当 8,536

7法 定 福 利 費 6,287

45負  担  金 3,534

51工 事 請 負 費 605

71賞与引当金繰入額 3,566

2項 固定資産購入費 22 35 △  13

1目 有形固定資産購入費 22 35 △  13

40量 水 器 購 入 費 22

3項 企 業 債 償 還 金 1,252,035 1,287,222 △  35,187

1日
層
設 改
昌
企 業
蜃
827,243 873,456 △  46,213

建設改艮のための企
業債元金償還金

10元 金 償 還 金 827,243

2日
虐

の

管
業
蜃
424,792 413,766 11,026

資本費半準化l貢等元
金償還金

10元 金 償 還 金 424,792

4項 投 資 1 1 0

1目 基 金 1 1 0

10基 金 積 立 金 1

5項 予  備   費 1,000 1,000 0

1日 予  備   費 1,000 1,000 0

10予  備  費 1,000

資本的支出合計 1,889,809 1,757,389 132,420
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